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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は、含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第138期中 第139期中 第140期中 第138期 第139期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 3,385,431 3,523,055 4,179,801 6,740,453 7,744,693

経常利益 (千円) 196,315 239,516 364,048 361,049 531,212

中間(当期)純利益 (千円) 86,365 117,013 203,641 178,763 301,677

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 840,668 840,668 840,668 840,668 840,668

発行済株式総数 (株) 16,813,360 16,813,360 16,813,360 16,813,360 16,813,360

純資産額 (千円) 1,203,661 1,413,074 1,802,476 1,298,273 1,598,659

総資産額 (千円) 5,884,170 6,036,477 6,484,214 5,827,019 6,512,343

１株当たり純資産額 (円) 71.65 84.13 107.36 77.22 95.20

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 5.14 6.97 12.13 10.64 17.96

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 20.5 23.4 27.8 22.3 24.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 615,190 258,218 446,541 768,243 365,813

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △58,971 △37,471 △ 121,270 △88,798 △95,373

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △547,000 △212,500 △ 232,500 △683,000 △272,800

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 58,342 53,815 135,979 45,568 43,208

従業員数 (名)
192 
(31)

191
(32)

197
(33)

190 
(36)

189
(32)



２ 【事業の内容】 

当社が営んでいる主な事業内容は機械製品の製造販売及びこれに付帯する業務であります。 

当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありませ

ん。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は「ＪＡＭセイサ労働組合」と称し、組合員数は156名であります。組合活動は健全

な方向をとり、生産性向上に協力し、労使関係は安定しております。 

  

従業員数(名) 197（33）  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当上半期のわが国経済は、企業収益の改善とそれに伴う設備投資の拡大、輸出、生産の 

 増加などにより堅調に推移いたしました。 

  当社の属する歯車業界におきましても、米国、中国、東南アジアを中心とする輸出と設 

 備投資の拡大によって、需要は増大傾向で推移いたしましたが、一方で、原材料高、競合 

 のグローバル化等予断の許さない状況となっています。 

  このような環境下において、当社は、「大型」「高速」「遊星」「低騒音」を重点に、 

 高速減速機、竪型ミル用遊星減速機及び汎用遊星のコストダウンへの注力を継続するとと 

 もに、営業面では、新規開拓、更新需要、海外を重点に強力な営業展開を推進してまいり 

 ました。また、財務面においては、借入金の圧縮に努め、資金効率の向上を図り、財務体 

 質の強化を進めました。 

  この結果、前年同期に比べ、受注高、売上高、営業利益、経常利益および中間純利益と 

 もに前年同期を上回る業績を計上することができました。 

  まず、受注高につきましては、歯車変速機製品では、ポンプ用減速機及び歯車試験装置 

 が減少しましたが、タービン用を中心とする高速用減速機及び一般産業用減速機の増加に 

 より、27億９百万円（前年同期比4.4％増）となりました。一方、汎用製品では、ウォー 

 ム減速機及びカップリングは増加しましたが、遊星減速機が減少したことにより18億18百 

 万円（前年同期比1.0％減）となり、受注高全体と致しましては、45億27百万円（前年同 

 期比2.2％増）となりました。 

  また、売上高につきましては、歯車変速機製品では、一般産業用減速機等が減少しまし 

 たが、高速用減速機等の増加により、23億16百万円（前年同期比19.4％増）となりました。 

    一方、汎用製品では、ウォーム減速機、遊星減速機及びカップリング共に増加した結果、 

  18億64百万円（前年同期比17.7％増）となり、売上高全体と致しましては、41億80百万円 

 （前年同期比18.6％増）となりました。 

  次に、損益面につきましては、原材料価格高騰等の影響もありましたが、コストダウン 

 の徹底等に注力して参りました結果、経常利益は３億64百万円（前年同期比52.0％増）、 

 中間純利益は２億４百万円（前年同期比74.0％増）を計上することが出来ました。 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、４億47百万円（前年同期比１億88百万円増）の 

 増加となりました。 

  この主な要因は、棚卸資産の増加１億57百万円及び仕入債務の減少１億82百万円等の減 

  少要因がありましたものの、税引前中間純利益３億45百万円及び売上債権の減少３億80百 

 万円により増加したものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出１億31百万円等 

 により、１億21百万円（前年同期比84百万円減）の減少となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮に努め、借入金の返済を進め 

 た結果、２億33百万円（前年同期比20百万減）の減少となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注残高 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門の名称

前中間会計期間 
(16.４～16.９)

当中間会計期間
(17.４～17.９)

比較増減

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 増減率(％)

歯車変速機製品 1,950,661 55.2   2,236,367 52.9   285,706 14.6   

汎用製品 1,583,664 44.8  1,990,304 47.1   406,640 25.7   

合計 3,534,325 100.0   4,226,671 100.0   692,346 19.6   

事業部門の名称

前中間会計期間 
(16.４～16.９)

当中間会計期間
(17.４～17.９)

比較増減

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 増減率(％)

歯車変速機製品 2,594,820 58.6   2,709,109 59.8   114,289 4.4   

汎用製品 1,835,549  41.4  1,817,765 40.2  △ 17,784 △ 1.0   

合計 4,430,369 100.0  4,526,874 100.0  96,505 2.2   

事業部門の名称

前中間会計期間 
(16.４～16.９)

当中間会計期間
(17.４～17.９)

比較増減

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 増減率(％)

歯車変速機製品 3,119,273 70.9   3,633,316 74.7   514,043 16.5   

汎用製品 1,280,188 29.1   1,233,608 25.3   △ 46,580 △ 3.6   

合計 4,399,461 100.0   4,866,924 100.0   467,463 10.6   



(4) 販売実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、前期の有価証券報告書で記載された事項に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社では多様化、高性能化するユーザーのニーズに対応するよう研究開発活動を行っております。とり

わけコンパクトで高精度な製品開発に今後とも全力を傾注してまいります。 

現在、研究開発は、当社の技術部により推進されております。当中間会計期間に支出した研究開発費の

総額は7,374千円であります。 

事業部門別の主な研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

1) 歯車変速機部門 

・高速遊星装置の開発 

従来形に比べさらにコンパクト且つ低振動な高速遊星装置の開発を行っております。 

当部門に係る研究開発費の金額は、2,928千円であります。 

  

2) 汎用品部門 

・汎用遊星減速機の開発   

 モジュラーデザインの採用により、少ない部品種類で、多くの仕様に対応可能な、小型・高強  

  度の汎用遊星減速機新シリーズ（ＤＰ1000）を開発し上市しました。 

  当部門に係る研究開発費の金額は、4,446千円であります。 

  

  

事業部門の名称

前中間会計期間 
(16.４～16.９)

当中間会計期間
(17.４～17.９)

比較増減

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 増減率(％)

歯車変速機製品 1,938,768 55.0   2,315,663 55.4   376,895 19.4   

汎用製品 1,584,287 45.0  1,864,138 44.6   279,851 17.7   

合計 3,523,055 100.0  4,179,801 100.0   656,746 18.6   



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 16,813,360 16,813,360
大阪証券取引所
(市場第二部)

完全議決権株式で
あり、権利内容に
何ら限定のない当
社における標準と
なる株式

計 16,813,360 16,813,360 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年９月30日 ― 16,813,360 ― 840,668 ― 46,384



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が17,000(議決権17個)株含 

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式228株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友重機械工業㈱ 東京都品川区北品川5丁目9-11 8,200 48.77

住友重機械精機販売㈱ 大阪市北区梅田1丁目2-2-900 800 4.76

大阪証券金融㈱ 大阪市中央区北浜2丁目4-6 564 3.35

秋 田 武 松 千葉県我孫子市布佐2995 285 1.70

朝日火災海上保険㈱ 東京都千代田区鍛冶町2丁目6番2号 240 1.43

石川島播磨重工業㈱ 東京都千代田区大手町2丁目2-1 234 1.39

橘 髙 正 樹 広島県福山市野上町2丁目1-10 150 0.89

オリックス証券㈱ 東京都中央区日本橋人形町1丁目3-8 116 0.69

荒井 忍 徳島県阿南市宝田町荒井27-2 105 0.62

上西 幸雄 大阪府藤井寺市青山2丁目7-3 100 0.59

計 ― 10,794 64.19

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 24,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

16,684,000
16,684 同上

単元未満株式
普通株式

105,360
― 同上

発行済株式総数 16,813,360 ― ―

総株主の議決権 ― 16,684 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所の市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社セイサ

大阪府貝塚市脇浜４丁目
16－１

24,000 ― 24,000 0.14

計 ― 24,000 ― 24,000 0.14

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 187 192 194 225 272 324

最低(円) 164 172 170 183 193 237



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、

公認会計士坂井吉富氏及び公認会計士因幡賢氏により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断

を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりでありま

す。 

 
※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

① 資産基準 0.7 ％ 

② 売上高基準 0.0 ％

③ 利益基準 0.0 ％

④ 利益剰余金基準 1.4 ％



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 53,815 135,979 43,208

   受取手形 ※１ 264,973 68,655 226,419

   売掛金 1,358,770 1,772,215 1,981,019

   たな卸資産 1,313,392 1,456,225 1,305,944

   未収入金 250,558 185,902 181,776

   その他 103,770 199,710 144,218

   貸倒引当金 △ 1,711 △ 8,225 △ 7,416

   流動資産合計 3,343,567 55.4 3,810,461 58.8 3,875,168 59.5

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産

    建物 585,073 555,146 572,749

    機械装置 389,231 329,216 371,304

    土地 1,338,952 1,338,952 1,338,952

    その他 123,916 217,674 114,841

   有形固定資産合計
※2,3 
4

2,437,172 2,440,988 2,397,846

   無形固定資産 25,652 15,366 19,269

   投資その他の資産

    投資有価証券 16,419 20,073 18,804

    その他 213,667 197,326 201,256

   投資その他の資産 
   合計

230,086 217,399 220,060

   固定資産合計 2,692,910 44.6 2,673,753 41.2 2,637,175 40.5

   資産合計 6,036,477 100.0 6,484,214 100.0 6,512,343 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 1,145,484 1,236,696 1,346,782

   買掛金 740,603 706,141 774,494

   短期借入金 ※3 995,300 830,000 955,000

   １年以内返済予定の 
   長期借入金

※3 387,500 266,000 322,500

   未払法人税等 128,501 195,575 199,240

   賞与引当金 101,328 109,478 104,229

   設備関係支払手形 43,229 26,265 30,015

   保証工事引当金 ― 169,709 ―

   その他 80,374 182,362 164,497

   流動負債合計 3,622,319 60.0 3,722,226 57.4 3,896,757 59.9

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※3 465,000 459,000 510,000

   退職給付引当金 431,342 380,535 395,070

   役員退職慰労引当金 44,880 60,480 52,680

   その他 59,862 59,497 59,177

   固定負債合計 1,001,084 16.6 959,512 14.8 1,016,927 15.6

   負債合計 4,623,403 76.6 4,681,738 72.2 4,913,684 75.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 840,668 13.9 840,668 13.0 840,668 12.9

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 46,384 46,384 46,384

   資本剰余金合計 46,384 0.8 46,384 0.7 46,384 0.7

Ⅲ 利益剰余金

   利益準備金 24,950 24,950 24,950

   中間(当期)未処分 
   利益

501,405 889,710 686,069

   利益剰余金合計 526,355 8.7 914,660 14.1 711,019 10.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,011 0.0 3,159 0.0 2,453 0.0

Ⅴ 自己株式 △ 1,344 △0.0 △ 2,395 △0.0 △ 1,865 △0.0

   資本合計 1,413,074 23.4 1,802,476 27.8 1,598,659 24.5

   負債及び資本合計 6,036,477 100.0 6,484,214 100.0 6,512,343 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,523,055 100.0 4,179,801 100.0 7,744,693 100.0

Ⅱ 売上原価 2,893,592 82.1 3,441,067 82.3 6,432,132 83.1

  売上総利益 629,463 17.9 738,734 17.7 1,312,561 16.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 351,500 10.0 337,347 8.1 708,057 9.1

  営業利益 277,963 7.9 401,387 9.6 604,504 7.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 20 17 38

 ２ 受取配当金 121 118 147

 ３ 受取賃貸料 504 637 1,082

 ４ 有償支給分譲差益 722 ― 1,321

 ５ 為替差益 849 756 3,305

 ６ 受取保険金 356 ― 447

 ７ 代理購買手数料 ― 616 ―

 ８ その他営業外収益 773 3,345 0.1 841 2,985 0.1 1,850 8,190 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 15,226 16,058 30,014

 ２ 手形売却手数料 10,705 11,033 20,835

 ３ 材料棚卸差額 4,680 3,704 14,572

 ４ たな卸資産廃却損 3,986 ― 9,633

 ５ たな卸資産評価損 6,568 2,826 4,581

 ６ その他営業外費用 627 41,792 1.2 6,703 40,324 1.0 1,847 81,482 1.1

   経常利益 239,516 6.8 364,048 8.7 531,212 6.9

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 3,247 ― 3,247

 ２ 固定資産売却益 ― 2,679 ―

 ３ 雑収入 ― 3,247 0.1 440 3,119 0.1 ― 3,247 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 役員退職慰労金 14,420 ― 14,420

 ２ 貸倒引当金繰入損 ※２ 7,186 ― ―

 ３ 貸倒損失 ※２ ― ― 5,257

 ４ 調査費用等 ― 15,800 ―

 ５ 固定資産売廃却損 471 4,795 7,807

 ６ 雑支出 407 22,484 0.6 1,161 21,756 0.5 407 27,891 0.4

   税引前中間(当期) 
   純利益

220,278 6.3 345,411 8.3 506,568 6.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

96,835 183,685 231,386

   法人税等調整額 6,430 103,265 2.9 △ 41,915 141,770 3.4 △ 26,495 204,891 2.6

   中間(当期)純利益 117,013 3.3 203,641 4.9 301,677 3.9

   前期繰越利益 384,392 686,069 384,392

   中間(当期)未処分 
   利益

501,405 889,710 686,069



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 220,278 345,411 506,568

 ２ 減価償却費 65,256 59,513 136,771

 ３ 貸倒引当金の増減額 
   （減少：△）

△ 100 809 5,605

 ４ 賞与引当金の増減額 
   （減少：△）

△ 234 5,249 2,667

 ５ 保証工事引当金の増加額 ― 169,709 ―

 ６ 退職給付引当金の増減額 
   （減少：△）

10,152 △ 14,535 △ 26,120

 ７ 役員退職慰労引当金増減額 
      （減少：△）

△ 30,130 7,800 △ 22,330

 ８ 受取利息及び受取配当金 △ 141 △ 135 △ 185

 ９ 支払利息 15,226 16,058 30,014

 10 材料たな卸差額 4,680 3,704 14,572

 11 たな卸資産廃却損 3,986 ― 9,813

 12 たな卸資産評価損 6,568 2,826 4,581

 13 投資有価証券売却益 △ 3,247 ― △ 3,247

 14 固定資産除却損 484 2,413 7,807

 15 貸倒引当金繰入損 7,186 ― 5,257

 16 売上債権の増減額 
   （増加：△）

9,008 379,613 △ 510,061

 17 たな卸資産の増加額 △ 250,477 △ 156,811 △ 256,762

 18 仕入債務の増減額 
   （減少：△）

271,348 △ 182,189 493,323

 19 その他 △ 2,543 21,358 122,748

    小計 327,300 660,792 521,022

 20 利息及び配当金の受取額 141 135 185

 21 利息の支払額 △ 16,775 △ 15,147 △ 34,837

 22 法人税等の支払額 △ 52,448 △ 199,239 △ 120,557

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

258,218 446,541 365,813

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の取得 
   による支出

△ 120 ― △ 120

 ２ 有形固定資産の取得 
   による支出

△ 49,077 △ 130,694 △ 107,456

 ３ 無形固定資産の取得 
   による支出

△ 1,990 △ 220 △ 1,990

 ４ 有価証券の売却 
   による収入

13,716 ― 14,193

 ５ 有形固定資産の売却 
   による収入

― 9,644 ―

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 37,471 △ 121,270 △ 95,373



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 △ 135,000 △ 181,500 △ 240,300

 ２ 長期借入れによる収入 100,000 80,000 300,000

 ３ 長期借入金の返済 
   による支出

△ 177,500 △ 131,000 △ 332,500

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 212,500 △ 232,500 △ 272,800

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増減額

8,247 92,771 △ 2,360

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

45,568 43,208 45,568

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

53,815 135,979 43,208



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準

及び評価方法

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

移動平均法による

原価法

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は部分資本直入法

により処理し、売

却原価は、移動平

均法により算定)

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は、移動平

均法により算定)

(1) 有価証券

 ① 子会社株式

同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

部分資本直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定)

   時価のないもの

移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

 ① 製品・半製品

総平均法による原

価法

(2) たな卸資産

 ① 製品・半製品

同左

(2) たな卸資産

 ① 製品・半製品

同左

 ② 原材料・貯蔵品

総平均法による原

価法

 ② 原材料・貯蔵品

同左

 ② 原材料・貯蔵品

同左

 ③ 仕掛品

個別法による原価

法

 ③ 仕掛品

同左

 ③ 仕掛品

同左

２ 固定資産の減価

償却方法

(1) 有形固定資産

 建物、構築物

  …………………定額法

 機械装置及びその他の有

形固定資産

  …………………定率法

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準

によっております。ただ

し、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資

産については、３年間均等

償却をしております。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産 

  …………………定額法 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。ただし、自社利用

のソフトウエアについて

は、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

３ 引当金の計上基

準

(1) 貸倒引当金

  金銭債権の貸倒による

損失に備えるため、一

般債権については、該

当債権額の1/1000を引

当て計上致しておりま

す。また、貸倒懸念債

権及び破産更正債権に

ついては、個別に回収

可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

  金銭債権の貸倒による

損失に備えるため、一

般債権については、貸

倒実績率により計上し

ております。なお、貸

倒の実績が少なく、実

績率が該当債権額の

1/1000 を下回る場合

は、保守的に当該債権

額の1/1000を引当て計

上することにしており

ます。また、貸倒懸念

債権及び破産更生債権

については、個別に回

収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上し

ております。

  

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給対象期間基

準に基づき計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、支給対象期間基

準による繰入限度額を

基礎に将来の支給見込

額を加味して計上して

おります。

 

(2) 賞与引当金

同左

  

―――― 

       

 

(3) 保証工事引当金

  製品納入後の無償修理

費用の支出に備えるた

め過去の実績に基づき

計上しております。

―――― 

 

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

  

(4) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

(4) 役員退職慰労引当金

  内規に基づく必要額を

販売費及び一般管理費

に計上しております。 

なお、役員についての

引当金は商法施行規則

第43条に規定する引当

金であります。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ リース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方

法

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。

  また、為替予約等が付

されている外貨建金銭

債権債務等について

は、振当処理を行って

おります。

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法

同左

(1) 繰延ヘッジ等のヘッジ

会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ・ヘッジ手段

…デリバティブ取引

(為替予約取引)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ・ヘッジ手段

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

 ・ヘッジ手段

同左

 ・ヘッジ対象

…相場変動等による

損失の可能性があ

り、相場変動等が

評価に反映されて

いないもの及びキ

ャッシュ・フロー

が固定されその変

動が回避されるも

の

 ・ヘッジ対象

同左

 ・ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針 

為替相場変動リスクの

低減を図ることを目的

としており、実需原則

に従い投機的な取引は

行わないこととしてお

ります。

(3) ヘッジ方法

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法 

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  為替予約締結時に、同

一金額で同一期日の為

替予約をそれぞれ振当

てているため、その後

の為替相場の変動によ

る相関関係は確保され

ているので中間決算日

における有効性の評価

を省略しております。

同左   為替予約締結時に、同

一金額で同一期日の為

替予約をそれぞれ振当

てているため、その後

の為替相場の変動によ

る相関関係は確保され

ているので決算日にお

ける有効性の評価を省

略しております。



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

６ 外貨建ての資産

及び負債の本邦

通貨への換算基

準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

同左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

７  中間キャッシ

ュ・フロー計算

書 ( キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書)における資

金の範囲

手許現金、要求払預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない、

取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する短期的な投

資からなる。

同左 同左

８ その他中間財務

諸表及び財務諸

表作成のための

基本となる重要

な事項

消費税等(消費税及び地方

消費税)の会計処理は税抜

方式を採用しております。

同左 同左

消費税等の会計

処理



会計処理の変更 

 
  

前中間会計期間      
(自 平成16年４月１日    
  至 平成16年９月30日)

当中間会計期間      
(自 平成17年４月１日    
  至 平成17年９月30日)

前事業年度       
(自 平成16年４月１日    
  至 平成17年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

―――― 

「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会
計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14年8月9
日））及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第6号）を当
中間会計期間から適用しておりま
す。
 これによる損益に影響はありま
せん。

―――― 

（その他有価証券の評価差額の処理）

その他有価証券の評価差額の処理
については、従来、部分資本直入
法により処理しておりましたが、
当中間会計期間より全部資本直入
法による処理に変更しました。 こ
の変更は、親会社との会計処理を
統一することを目的に行ったもの
であります。 
なお、この変更による損益に与え
る影響はありません。

（保証工事引当金の処理）

従来、製品販売後の無償サービス
費用については、支出時の費用と
して処理しておりましたが、当中
間会計期間より売上高に対して、
過去の実績を基準に保証工事引当
金を計上する方法に変更しまし
た。 
この変更は、売上高と無償サービ
ス費用の対応関係をより明確なも
のとし、期間損益の適正化と財務
体質の健全化を図ることを目的と
して行ったものであります。この
変更により、従来と同一の基準に
よった場合に比べ、売上総利益、
営業利益、経常利益ならびに税引
前中間純利益は169,709千円それぞ
れ減少しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末
(平成17年３月31日)

※１ 受取手形割引高 67,362千円 27,116千円 80,363千円

※２ 有形固定資産の

減価償却累計額

5,397,182千円 5,379,560千円 5,377,822千円

※３ 担保資産 担保差入資産

建物・
構築物

449,333千円

機械及び 
装置

144,738

工具器具 
備品

76,063

土地 1,338,952

計 2,009,086

担保差入資産

建物・
構築物

429,052千円

機械及び
装置

138,659

工具器具
備品

79,935

土地 1,338,952

計 1,986,598

担保差入資産

建物・
構築物

441,862千円

機械及び 
装置

142,882

工具器具 
備品

77,547

土地 1,338,952

計 2,001,243

上記のうち、工場財団設定

分

建物・
構築物

449,333千円

機械及び 
装置

144,738

工具器具 
備品

76,063

土地 1,338,952

計 2,009,086

上記のうち、工場財団設定

分

建物・
構築物

429,052千円

機械及び
装置

138,659

工具器具
備品

79,935

土地 1,338,952

計 1,986,598

上記のうち、工場財団設定

分

建物・
構築物

441,862千円

機械及び 
装置

142,882

工具器具 
備品

77,547

土地 1,338,952

計 2,001,243

上記の担保資産に対する債

務

短期 
借入金

730,300千円

長期 
借入金

852,500

(うち１年以内返済予定
のもの

387,500)

計 1,582,800

上記の担保資産に対する債

務

短期
借入金

580,000千円

長期
借入金

725,000

(うち１年以内返済予定
のもの

266,000)

計 1,305,000

上記の担保資産に対する債

務

短期
借入金

695,000千円

長期
借入金

832,500

(うち１年以内返済予定
のもの

322,500)

計 1,527,500

※４ 有形固定資産の

圧縮記帳額

有形固定資産の取得価額よ

り下記の圧縮記帳額が控除

されています。

建物 238,000千円

機械装置 177,975

車両 
運搬具

895

計 416,870

有形固定資産の取得価額よ

り下記の圧縮記帳額が控除

されています。

建物 238,000千円

機械装置 169,522

車両
運搬具

895

計 408,417

有形固定資産の取得価額よ

り下記の圧縮記帳額が控除

されています。

建物 238,000千円

機械装置 169,522

車両
運搬具

895

計 408,417



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の明細

給料・諸手当 120,434千円

旅費通信費 35,937

その他 195,129

計 351,500

販売費及び一般管理費の明細

給料・諸手当 119,906千円

旅費通信費 31,683

その他 185,758

計 337,347

販売費及び一般管理費の明細

給料・諸手当 247,909千円

旅費通信費 72,205

その他 387,943

計 708,057

※２ 貸倒引当金繰入損は㈱栗村製作所

の自己破産に伴う貸倒引当金繰入

損（見込額）であります。

7,186千円

―――

貸倒損失は㈱栗村製作所、高陽産

業㈱の自己破産に伴う貸倒損失と

イリエトレーディングコーポレー

ション㈱の破産債権に対する配当

金とを相殺しております。

5,257千円

３ (減価償却実施額)

有形固定資産 60,876千円

無形固定資産 4,380

計 65,256

(減価償却実施額)

有形固定資産 55,389千円

無形固定資産 4,124

計 59,513

(減価償却実施額)

有形固定資産 127,844千円

無形固定資産 8,927

計 136,771

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 53,815千円

現金及び現金同等物 53,815千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 135,979千円

現金及び現金同等物 135,979千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 43,208千円

現金及び現金同等物 43,208千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

機械装置 397,913 173,222 224,691

その他 107,955 45,112 62,843

合計 505,868 218,334 287,534

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

機械装置 400,988 195,857 205,131

その他 107,955 66,253 41,702

合計 508,943 262,110 246,833

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

機械装置 419,488 194,305 225,183

その他 107,955 55,753 52,202

合計 527,443 250,058 277,385

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 60,718千円

１年超 245,921

合計 306,639

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 58,030千円

１年超 207,680

合計 265,710

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 61,591千円

１年超 234,952

合計 296,543

 ③ 当中間会計期間の支払リース

料等

(1) 支払リース料 36,580千円

(2) 減価償却費 
  相当額

30,455

(3) 支払利息 
  相当額

6,721

 ③ 当中間会計期間の支払リース

料等

(1) 支払リース料 36,795千円

(2) 減価償却費
  相当額

30,551

(3) 支払利息
  相当額

5,924

 ③ 前事業年度の支払リース料等

(1) 支払リース料 74,771千円

(2) 減価償却費 
  相当額

62,178

(3) 支払利息
  相当額

13,173

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 527千円

１年超 ―

合計 527

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内  ― 千円

１年超 ―

合計 ―

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 131千円

１年超 ―

合計 131



(有価証券関係) 

  

(前中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当中間会計期間において、当社が保有している子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(当中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当中間会計期間において、当社が保有している子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 4,247 5,919 1,672

区分

前中間会計期間末
(平成16年９月30日)

中間貸借対照表計上額(千円)

子会社株式 10,000

その他有価証券 非上場株式 500

区分
当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 4,247 9,573 5,326

区分

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

中間貸借対照表計上額(千円)

子会社株式 10,000

その他有価証券 非上場株式 500



次へ 

(前事業年度) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当事業年度において、当社が保有している子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

(前中間会計期間末)(平成16年９月30日) 

該当事項ありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

(当中間会計期間末)(平成17年９月30日) 

該当事項ありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

(前事業年度末)(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。 

  

区分
前事業年度末

(平成17年３月31日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 4,247 8,304 4,057

区分

前事業年度末
(平成17年３月31日)

貸借対照表計上額(千円)

子会社株式 10,000

その他有価証券 非上場株式 500



前へ 

(持分法損益等) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

関連会社が存在しないため、 

該当事項はありません。
同左 同左

摘要
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 84円13銭 107円36銭 95円20銭

１株当たり中間(当期)純利益 6円97銭 12円13銭 17円96銭

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

― ― ―

摘要
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 117,013 203,641 301,677

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(千円)

117,013 203,641 301,677

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,796 16,790 16,794



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

(1) 有価証券報告書 
の訂正報告書

平成17年６月10日 
近畿財務局長に提出。

自平成11年４月１日至平成12年３月31日、自平成12年４月１日至平成13年３月31日、自平
成13年４月１日至平成14年３月31日、自平成14年４月１日至平成15年３月31日、自平成15
年４月１日至平成16年３月31日の有価証券報告書及びその添付書類に関する訂正報告書で
あります。

(2) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第139期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(3) 有価証券報告書 
の訂正報告書

平成17年８月２日 
近畿財務局長に提出。

自平成16年４月１日至平成17年３月31日の有価証券報告書及びその添付書類に関する訂正
報告書であります。

(4) 有価証券報告書 
の訂正報告書

 平成17年10月27日 
近畿財務局長に提出。

自平成16年４月１日至平成17年３月31日の有価証券報告書及びその添付書類に関する訂正
報告書であります。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

株式会社セイサ 

取締役会 御中 

 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社セイサの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第139期事業年度の中間会計期間(平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監

査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社セイサの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 
  

平成16年12月24日

事務所名 坂井公認会計士事務所

公認会計士 坂 井 吉 富  ㊞

事務所名 因幡公認会計士事務所

公認会計士 因 幡   賢  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

株式会社セイサ 

取締役会 御中 

 

  
 

  

私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社セイサの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第140期事業年度の中間会計期間(平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監

査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社セイサの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

会計方針の変更に関する注記に記載のとおり、会社は、その他有価証券の評価差額の会計処理を部分資本

直入法から全部資本直入法に変更。固定資産に関する減損会計基準を当中間会計期間より適用。製品販売後

の無償サービス費用の会計処理を支出時の処理から保証工事引当金を計上する方法に変更している。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

 
  

平成17年12月27日

事務所名 坂井公認会計士事務所

公認会計士 坂 井 吉 富  ㊞

事務所名 因幡公認会計士事務所

公認会計士 因 幡   賢  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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